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主な改善内容
登記情報システムにおいて登録免許税額の自動計算機能が整備されることに伴い、
登記・供託オンライン申請システム（申請用総合ソフト等）において、新たに、
物件ごとの評価額及び登録免許税の免除・軽減情報入力欄を設けます。

これにより、登録免許税に関する情報を登記情報システムへ連携し、登録免許税額
のより正確な算出を実現するとともに、一部処理を自動化することで、調査に要す
る期間を短縮します。

申請人様におかれましては、オンライン申請時に入力いただく項目が増えることと
なりますが、円滑な事務処理及び申請処理時間の短縮のため、ご協力をお願いいた
します。

なお、本対応により追加となる機能・入力項目は以下のとおりです。

※ 本資料の画面例及び説明は、申請用総合ソフトを前提としています。
民間事業者が提供する申請書作成ソフトウェアについては、画面表示、
操作方法又は提供機能が異なる場合があります。

No 追加機能・入力項目等

1 評価額入力欄の追加

2 免除・軽減根拠条項入力欄の追加

3 申請書作成・編集画面、申請書プレビュー画面への表示追加

主な追加機能・入力項目一覧
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No.1 評価額入力欄の追加

本改修では、物件ごとに評価額を入力するための「評価額」入力欄を追加します。

入力いただいた評価額情報は登記情報システムへ連携され、登録免許税額の計算の

ために利用されます。

【参考画面】

申請書作成・編集画面の不動産の表示欄で「申請情報入力」ボタンを
押下すると、登記申請補助画面が表示されます。
評価額等の情報欄が追加されていますので、評価額欄に、当該物件の
評価額を入力してください。

【評価額欄の入力に際しての留意事項】
・半角数字で入力してください
・入力の最大桁数は11桁までとなります（11桁を超える場合は空欄（未入力）としてください）
・免除又は軽減の根拠条項を適用する場合は、可能な限り、評価額を記載いただきますようお願いします。
・物件ごとの評価額欄と課税価格欄は連動しておりませんので、課税価格欄には、別途、入力いただきますようお願いします（入力の留意点は次葉を参照願います）

登記申請書補助画面
申請書作成・編集画面
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No.1 評価額入力欄の追加

【評価額・課税価格の入力に係る留意点】

【従前の入力欄（課税価格欄）】（申請書作成・編集画面）【物件ごとの入力欄（評価額欄）】 （登記申請書補助画面）

物
件
①

物
件
②

物
件
③

12345678

9876543

11223344

申請用総合ソフトでは、物件ごとの評価額欄の入力情報と従前の課税価格欄は連動
しておりませんので、お手数ですが、各欄を個別に入力いただきますようお願いいた
します。

なお、入力いただく額につきましては、以下の点にご留意ください。
・物件ごとの評価額：1円単位
・課  税 価  格：物件ごとの評価額の合計額について、千円未満を切り

捨てた額（国税通則法第118条第1項）

合計額：
33,445,565 円

1000円未満
切り捨て

物件ごとの評価額の入力欄につきましては、1円単位まで記載してください。

33445000
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No.2 免除・軽減根拠条項入力欄の追加

本改修では、物件ごとに登録免許税の免除又は軽減の根拠条項を入力するための
「免除又は軽減根拠条項」入力欄を追加します。

入力された情報は登記情報システムへ連携され、登録免許税額の確認及び自動計算
のために利用されます。

免除又は軽減の適用がない物件については「適用無し」を選択してください。

【参考画面】
「免除又は軽減の根拠条項」欄は、No.1の「評価額欄」の下に表示されて
いますので、当該物件について、該当する条項がある場合は、条項を入力し
てください。

なお、初期状態では、“適用有り”が選択されていますので、適用がない物件
については、「適用無し」を選択してください。

おって、「適用有り」を選択した場合、根拠条項を記載しないとエラーとなり、
申請情報を送信することができませんので、ご留意願います。

また、免除又は軽減の根拠条項については、当該欄のほか、免許税額欄に
も記載する必要があります。

おって、条項の入力例については以下を、入力に際しての留意事項について
は次頁をご参照ください。

【根拠条項の入力例】（詳細は次葉）
・租税特別措置法第72条第1項第1号
・租特法72条1項1号

・東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する
 法律第40条の４
・震災特例法40条の４

・登録免許税法第13条2項

※ 条項については、「条・項・号」まで記載いただくようお願いします。
※ 租税特別措置法、東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律 については、任意の略称でもシステ
ムで識別されます。ただし、これ以外の法律については、省略するとシ
ステムで認識できないため、略さずに入力いただけますと幸いです。

登記申請書補助画面
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No.2 免除・軽減根拠条項入力欄の追加

【根拠条項の入力例（詳細）】

・租税特別措置法第72条第1項第1号 ⇒ 租特法72条1項1号

・租税特別措置法第83条の2の2第1項 ⇒ 租特法83条の2の２第1項

・東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
  第40条の４ ⇒ 震災特例法40条の4

・登録免許税法第13条第2項 ⇒ 登録免許税法13条2項

"第"は省略できます

“の”は省略できません

“第”の省略又は空欄（スペース）若しくはー（ハイフン）への置き換えも可能です

租税特別措置法と東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する
法律は、法律名を任意の略称（租特法、震災特例法等）に簡略化できます
それ以外の法律（登録免許税法等）は、法律名を簡略化できません
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No.2 免除・軽減根拠条項入力欄の追加

【その他の留意事項】

根拠条項の記載箇所について
前頁でも記載しているとおり、免除又は軽減の根拠条項については、物件ご

との欄のほか、従前から記載いただいている登録免許税欄にも記載してください。

なお、記載の順番は問いません（下図において、物件②の根拠条文が従前の入
力事項欄の先頭に記載されていても差し支えありません。）。

また、複数の物件に、同一の条項を記載している場合、従前の入力欄に重複し
て記載する必要はありません。

【従前の入力欄（登録免許税欄）】（申請書作成・編集画面）【物件ごとの入力欄】 （登記申請書補助画面）

物
件
①

物
件
②

物
件
③

租税特別措置法第72条第1項第１号

租税特別措置法第72条第1項

租税特別措置法第73条

租税特別措置法第72条第1項第１号

租税特別措置法第73条
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No.3 申請書作成・編集画面、申請書プレビュー画面への表示追加

登記申請書補助画面に追加した「評価額」及び「免除又は軽減根拠条項」の入力
内容については、申請書作成・編集画面及び申請書プレビュー画面に表示されます。

これにより、申請データ送信前に入力内容を確認することができ、より正確な申
請書の作成が可能となります。

【参考画面】
登記申請書補助画面

申請書作成・編集画面
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No.3 申請書作成・編集画面、申請書プレビュー画面への表示追加

【参考画面】

登記申請書プレビュー画面 登記申請書補助画面
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